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中間決算取締役会開催日  平成 18 年 11 月 15 日              
中間配当支払開始日      平成 18 年 12 月 07 日           単元株制度採用の有無              有(１単元 1,000 株) 
 

１． 18 年 9 月中間期の業績(平成 18 年 4月 1日～平成 18 年 9月 30 日) 
(1) 経営成績                   （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

124,304    7.9
115,173   △4.6

24,071   △32.0
35,390    1.8

21,022  △34.4
32,022   10.6

18 年 3 月期 244,434     63,804     54,222     
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭   

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

12,247  △14.2 
14,280   47.2 

10.33   
12.16   

18 年 3 月期 37,656      31.89   

 
 

 (注)①期中平均株式数 18 年 9月中間期 1,185,435,841 株  17 年 9 月中間期 1,174,766,113 株  18 年 3月期 1,178,437,392 株 

    ②会計処理の方法の変更  無 

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2)財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭  

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

    1,389,626 
1,458,776 

290,108  
261,288  

20.9  
 17.9  

244.74 
221.44 

18 年 3 月期 1,466,818 287,663  19.6  242.57 
 (注)①期末発行済株式数 18 年 9 月中間期  1,185,371,575 株 17年 9月中間期 1,179,933,919株 18年 3月期 1,185,626,737株 

   ②期末自己株式数 18 年 9 月中間期   1,747,727 株 17年 9月中間期   1,279,616株 18年 3月期   1,484,304株 

 
２．19 年 3月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3月 31 日) 

 
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 
通      期 

百万円 

263,000   
百万円

45,000  
百万円 

18,000   

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  15 円 19 銭 

 

３．配当状況 
・現金配当 

 1 株当たりの配当金 

 中間期末 期末 年間 

18 年 3 月期 2.50 円 2.50 円 5.00 円 

19 年 3 月期（実績） 3.00 円 － 

19 年 3 月期（予想） － 3.00 円 
6.00 円 

 
※ 上記の予想は、発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在におけ

る仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
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（単位：百万円）

132,332 152,919 △ 20,586    178,541     

1,309 2,221 △ 912       2,169       

999 1,047 △ 47        1,035       

13,481 12,791 689       9,210       

2,141 1,698 442       1,918       

13,000 26,664 △ 13,664    44,618      

75,848 79,550 △ 3,702     92,245      

3,173 2,915 257       3,008       

297 484 △ 186       554         

9,162 14,114 △ 4,952     11,780      

12,919 11,430 1,488     11,997      

1,257,293   1,313,899   △ 56,605    1,280,235   

416,973     414,844 2,129     416,955     

260,009     244,212 15,796    230,805     

30,218      10,433      19,784    10,960      

123,292     166,012     △ 42,719    142,328     

426,799     478,396     △ 51,596    479,184     

82,744      95,058      △ 12,314    94,537      

256,306     294,667     △ 38,360    287,508     

2,052       2,000       52        -

688         2           685       2           

765         - 765       -

25,336      28,254      △ 2,918     28,047      

4,943       4,726       216       3,911       

50,517      50,009      507       50,240      

- - - 6,100       

7,204       7,260       △ 56        11,014      

△ 3,758       △ 3,583       △ 175       △ 2,178       

1,389,626   1,466,818   △ 77,192    1,458,776   

鉄 軌 道 事 業 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

各 事 業 関 連 固 定 資 産

その他の関係会社有価証券

関 係 会 社 出 資 金

そ の 他 の 投 資 等

長 期 貸 付 金

資 産 合 計

固 定 資 産

短 期 貸 付 金

分 譲 土 地 建 物

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 金

未 収 収 益

区 分

（ 資 産 の 部 ）

当 中 間 期 末 前 期 末

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃

流 動 資 産

比 較 貸 借 対 照 表

貸 倒 引 当 金

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

建 設 仮 勘 定

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

不 動 産 事 業 固 定 資 産

比 較 増 減 額
前 中 間 期 末

平成18年９月30日現在 平成18年３月31日現在 平成17年９月30日現在
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（単位：百万円）

区 分
当 中 間 期 末 前 期 末

比 較 増 減 額
前 中 間 期 末

平成18年９月30日現在 平成18年３月31日現在 平成17年９月30日現在

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 317,759     372,404     △ 54,644    341,635     

短 期 借 入 金 139,052     169,838     △ 30,785    149,598     

一 年 以 内 償 還 社 債 40,500      43,500      △ 3,000     60,000      

一 年 以 内 償 還 転 換 社 債 22,000      22,000      －       －         

未 払 金 18,474      13,262      5,211     6,832       

未 払 費 用 6,794       7,030       △ 236       8,413       

未 払 消 費 税 等 －         812         △ 812       －         

未 払 法 人 税 等 10,584      802         9,782     742         

預 り 連 絡 運 賃 3,641       2,994       646       3,260       

預 り 金 22,636      21,109      1,527     20,386      

前 受 運 賃 12,004      10,862      1,142     10,903      

前 受 金 33,373      72,766      △ 39,392    73,219      

賞 与 引 当 金 3,843       3,828       15        3,646       
役 員 賞 与 引 当 金 40          －         40        －         
そ の 他 の 流 動 負 債 4,814       3,596       1,217     4,633       

固 定 負 債 753,985     776,612     △ 22,627    823,308     

社 債 203,300     216,300     △ 13,000    223,800     

転 換 社 債 26,424      26,429      △ 5         51,997      

長 期 借 入 金 409,924     415,375     △ 5,451     437,591     

繰 延 税 金 負 債 17,448      13,971      3,477     －         

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 552         552         －       552         
預 り 保 証 金 83,747      84,033      △ 285       86,962      
そ の 他 の 固 定 負 債 12,587      19,950      △ 7,362     22,404      

特 別 法 上 の 準 備 金 27,772      30,137      △ 2,364     32,544      

特定都市鉄道整備準備金 27,772      30,137      △ 2,364     32,544      

負 債 合 計 1,099,517   1,179,154   △ 79,637    1,197,487   

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 －         110,608     －       108,821     

資 本 剰 余 金 －         102,541     －       100,732     

資 本 準 備 金 －         57,755      －       55,974      

そ の 他 資 本 剰 余 金 －         44,785      －       44,757      
資本金及び資本準備金減少差益 －         44,674      －       44,674      

自 己 株 式 処 分 差 益 －         111         －       83          

利 益 剰 余 金 －         52,329      －       31,903      

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 52,329      －       31,903      

その他有価証券評価差額金 －         22,915      －       20,388      

自 己 株 式 －         △ 731         －       △ 556         

資 本 合 計 －         287,663     －       261,288     

負 債 資 本 合 計 －         1,466,818   －       1,458,776   
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（単位：百万円）

区 分
当 中 間 期 末 前 期 末

比 較 増 減 額
前 中 間 期 末

平成18年９月30日現在 平成18年３月31日現在 平成17年９月30日現在

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 273,781     －         －       －         

資 本 金 110,610     －         －       －         

資 本 剰 余 金 102,564     －         －       －         

資 本 準 備 金 57,758      －         －       －         

そ の 他 資 本 剰 余 金 44,806      －         －       －         

利 益 剰 余 金 61,542      －         －       －         

そ の 他 利 益 剰 余 金 61,542      －         －       －         

繰 越 利 益 剰 余 金 61,542      －         －       －         

自 己 株 式 △ 935         －         －       －         

評 価 ・ 換 算 差 額 等 16,326      －         －       －         

その他有価証券評価差額金 16,326      －         －       －         

純 資 産 合 計 290,108     －         －       －         

負 債 純 資 産 合 計 1,389,626   －         －       －         
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（注）

(1)

(2)

ます。 ます。 ます。

 発行数  発行数  発行数

 資本金増加  資本金増加  資本金増加

 発行数  発行数   　　1,652株

 資本金増加  資本金増加   　　0百万円

消費賃借契約により貸し付け

19,856 百万円 24,804偶 発 債 務

額は1,303百万円であります。

ます。

照表価額は1,271百万円であり

けている有価証券の中間貸借対

照表価額は1,082百万円であり

ている有価証券の貸借対照表価

５．

４．

１．

２．

消費貸借契約により貸し付３．有 価 証 券 の 消 費 貸 借 契 約 消費貸借契約により貸し付

けている有価証券の中間貸借対

 増加額  増加額

 資本準備金

 5,899,158株

   1,787百万円

　　　0百万円
 資本準備金

   1,781百万円

36,164,728株

転換社債転換

 8,261株

   2百万円

株式交換（㈱東急百貨店）

等は、相殺して差額を「その

に規定されております。

なお、このうち7,200百万円

40 百万円

7,295 百万円長 期 未 払 金 7,295 百万円 7,295

長 期 借 入 金 21,201

上記資産を担保としている債務

百万円

ます。

百万円

－

れると認められるものであり

に規定されております。

なお、このうち7,200百万円

特定都市鉄道整備準備金の

計上及び取崩は、特定都市鉄

道整備促進特別措置法第８条

百万円

百万円

平成18年３月31日現在

425,153 百万円

前　　期　　末

 資本準備金
   2百万円

 増加額

164,605 百万円

219,338 百万円

－ 百万円

百万円

平成18年９月30日現在

438,900 百万円

当 中 間 期 末

等は、相殺して差額を「その

他の流動負債」に計上して

８．発 行 済 株 式 数 の 増 加

７．鉄軌道事業固定資産の取得原価から

直接減額された工事負担金累計額
128,014129,082

については、一年内に使用さ

れると認められるものであり

おります。

特 別 法 上 の 準 備 金 特定都市鉄道整備準備金の

道整備促進特別措置法第８条

特定都市鉄道整備準備金の

仮受消費税等と仮払消費税

なお、このうち7,200百万円

に規定されております。

おります。

については、一年内に使用さ

６．消 費 税 等 の 取 扱 い 仮受消費税等と仮払消費税

7,721百万円

他の流動負債」に計上して

 増加額

 資本準備金

20,395 百万円

計上及び取崩は、特定都市鉄

道整備促進特別措置法第８条

19,023 百万円

計上及び取崩は、特定都市鉄

れると認められるものであり

については、一年内に使用さ

百万円

27,820

有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額

鉄 軌 道 事 業 固 定 資 産

422,486

310,329 百万円

百万円

百万円307,359 312,425

百万円

平成17年９月30日現在

前 中 間 期 末

百万円

転換社債転換

－ 百万円

百万円226,699229,684 百万円

不 動 産 事 業 固 定 資 産 35,45831,886 百万円 百万円32,671

担保に供している資産及び担保付債
務

（担保付債務は一年内返済額を含む。）

鉄 軌 道 財 団

そ の 他

鉄 道 ・ 運 輸 機 構 未 払 金

上記資産を担保としている債務

長 期 借 入 金

株式交換（㈱東急百貨店）

36,164,728株

　－ 百万円

転換社債転換

 資本準備金
7,721百万円

 増加額

　－ 百万円
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比 較 損 益 計 算 書
（単位：百万円）

区 分
当 中 間 期 前 中 間 期

比 較 増 減 額
前 期

自　平成18年４月１日 自　平成17年４月１日 自　平成17年４月１日

至　平成18年９月30日 至　平成17年９月30日 至　平成18年３月31日

鉄 軌 道 事 業 営 業 収 益 71,104    69,468    1,635     138,201   

営 業 費 61,697    46,747    14,949    102,486   

営 業 利 益 9,406     22,720    △ 13,314    35,715    

不 動 産 事 業 営 業 収 益 53,200    45,704    7,495     106,232   

営 業 費 38,535    33,035    5,500     78,143    

営 業 利 益 14,664    12,669    1,994     28,089    

全 事 業 営 業 利 益 24,071    35,390    △ 11,319    63,804    

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,672     2,411     260       3,386     

そ の 他 の 収 益 3,684     3,658     26        6,383     

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,912     8,458     △ 545       16,376    

そ の 他 の 費 用 1,493     979       513       2,975     

経 常 利 益 21,022    32,022    △ 11,000    54,222    

特 別 利 益 54,529    9,686     44,842    36,083    

特 別 損 失 48,239    11,155    37,084    20,522    

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 27,311    30,554    △ 3,242     69,782    

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,414    306       10,107    155       

法 人 税 等 調 整 額 4,649     15,967    △ 11,317    31,970    

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 12,247    14,280    △ 2,033     37,656    

前 期 繰 越 利 益 －       17,622    △ 17,622    17,622    

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 －       31,903    △ 31,903    52,329    
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（注）

地
域

主な用
途

種類 セグメント
減損損失

（百万円）
地
域

主な用
途

種類 セグメント
減損損失

（百万円）

首
都
圏

賃貸

工具・
器具
及び
備品等

不動産事業 314

中
部
北
陸
圏

賃貸 建物等 不動産事業 89

　※減損損失の内訳（単位：百万円） 　※減損損失の内訳（単位：百万円）

　・首都圏　　　314 　・中部北陸圏　　　89

（内、工具・器具及び備品　303、その他　11） （内、建物　73、その他　16）

5.0％で割り引いて算定しております。

下落及び賃貸不動産に係る賃貸水準の低下

　なお、当社資産グループの回収可能価額

は正味売却価額、或いは使用価値により測

定しております。

　回収可能価額を正味売却価額により測定

している場合には土地等の時価、又は収益

還元法によって評価しております。また、

回収可能価額を使用価値により測定してい

る場合には、将来キャッシュ・フローを る場合には、将来キャッシュ・フローを

5.0％で割り引いて算定しております。

　回収可能価額を正味売却価額により測
定している場合には土地等の時価、又は収
益還元法によって評価しております。ま
た回収可能価額を使用価値により測定して

　なお、当社資産グループの回収可能価
額は正味売却価額、或いは使用価値により
測定しております。

－ 　減損損失の算出にあたっては、外の資産

ら概ね独立したキャッシュ・フローを生み

を行いました。その結果、継続的な地価

下落及び賃貸不動産に係る賃貸水準の低下

などにより、当社は当事業年度において
収益性が著しく低下した固定資産グループ1

件の帳簿価額を回収可能価額まで減額件の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（314百万円）とし

て特別損失に計上しました。

当該減少額を減損損失（89百万円）とし

て特別損失に計上しました。

を行いました。その結果、継続的な地価の

などにより、当社は当事業年度において収

益性が著しく低下した固定資産グループ1

３． 減 損 損 失
　減損損失の算出にあたっては、外の資産

ら概ね独立したキャッシュ・フローを生み

出す最小の単位に拠って資産のグループ化

百万円 85 百万円

前 中 間 期

投 資 有 価 証 券 売 却 益

－

特定都市鉄道整備準備金取崩額

固 定 資 産 売 却 益 3,105

特 別 利 益 の 主 な 内 訳

工 事 負 担 金 受 入 額 46,902

百万円

百万円443 百万円 7,915

35,645 百万円

8,744

314 －百万円減 損 損 失

又は資産グループのキャッシュ・フローか

固 定 資 産 圧 縮 損

特定都市鉄道整備準備金繰入額

特 別 損 失 の 主 な 内 訳

関 係 会 社 株 式 評 価 損

合併による関係会社株式消却損

百万円

百万円

百万円

百万円

関 係 会 社 株 式 売 却 益

－ 百万円

百万円

0

3,600

5,899 百万円

660 百万円 百万円

1,235 百万円 1,210

百万円

自 平 成 17 年 ４ 月 １ 日

至 平 成 17 年 ９ 月 30 日

当 中 間 期

自 平 成 18 年 ４ 月 １ 日

至 平 成 18 年 ９ 月 30 日

3,600

167

百万円

百万円 －

－

15,187 百万円

分 譲 土 地 評 価 損 － 百万円 1,674

百万円

固 定 資 産 売 却 損 1,641 百万円

6,111 百万円

百万円

2,331 百万円

3,026 百万円

2,404 百万円

7,915 百万円

5,292 百万円

－ 百万円

89 百万円

760 百万円

出す最小の単位に拠って資産のグループ化

又は資産グループのキャッシュ・フローか

２．

前 期

自 平 成 17 年 ４ 月 １ 日

至 平 成 18 年 ３ 月 31 日

１．

7,200 百万円

5,151 百万円
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業 別 営 業 収 支 明 細 表
（単位：百万円）

区 分
当 中 間 期 前 中 間 期

比 較 増 減 額
前 期

自　平成18年４月１日 自　平成17年４月１日 自　平成17年４月１日

至　平成18年９月30日 至　平成17年９月30日 至　平成18年３月31日

鉄 道 事 業 営 業 収 益 70,144    68,524    1,619     136,310   

営 業 費 60,702    45,624    15,077    100,323   

営 業 利 益 9,442     22,900    △ 13,458    35,986    

軌 道 事 業 営 業 収 益 959       943       15        1,890     

営 業 費 994       1,123     △ 128       2,162     

営 業 利 益 △ 35        △ 179       143       △ 271       

鉄 軌 道 事 業 営 業 収 益 71,104    69,468    1,635     138,201   

営 業 費 61,697    46,747    14,949    102,486   

営 業 利 益 9,406     22,720    △ 13,314    35,715    

不 動 産 販 売 事 業 営 業 収 益 26,584    20,187    6,397     54,915    

営 業 費 20,963    15,034    5,928     40,645    

営 業 利 益 5,621     5,152     468       14,270    

不 動 産 賃 貸 事 業 営 業 収 益 26,615    25,517    1,098     51,317    

営 業 費 17,572    18,000    △ 428       37,497    

営 業 利 益 9,043     7,516     1,526     13,819    

不 動 産 事 業 営 業 収 益 53,200    45,704    7,495     106,232   

営 業 費 38,535    33,035    5,500     78,143    

営 業 利 益 14,664    12,669    1,994     28,089    

全 事 業 営 業 収 益 124,304   115,173   9,130     244,434   

営 業 費 100,233   79,782    20,450    180,629   

営 業 利 益 24,071    35,390    △ 11,319    63,804    
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中 間 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

当中間期（自　平成18年4月1 8年9月30日　至　平成1 日） （単位：百万円）

株　主　資　本

資 本 金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

資本準備金
そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合　　計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合　　計繰越利益
剰 余 金

前 期 末 残 高 110,608 57,755 44,785 102,541 52,329 52,329

当 期 変 動 額

転 換 社 債 の 転 換 2 2 2

剰 余 金 の 配 当
※
注

△2,964 △2,964

役 員 賞 与
※
注

△71 △71

中 間 純 利 益 12,247 12,247

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 20 20

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計 2 2 20 22 9,212 9,212

当 中 間 期 末 残 高 110,610 57,758 44,806 102,564 61,542 61,542

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合　　計

自己株式
株主資本
合　　計

そ の 他
有価証券

評価差額金

評価・
換算差額等
合　　計

前 期 末 残 高 △731 264,747 22,915 22,915 287,663

当 期 変 動 額

転 換 社 債 の 転 換 4 4

剰 余 金 の 配 当
※
注

△2,964 △2,964

役 員 賞 与
※
注

△71 △71

中 間 純 利 益 12,247 12,247

自 己 株 式 の 取 得 △265 △265 △265

自 己 株 式 の 処 分 61 81 81

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額

△6,588 △6,588 △6,588

当 期 変 動 額 合 計 △204 9,033 △6,588 △6,588 2,444

当 中 間 期 末 残 高 △935 273,781 16,326 16,326 290,108

(注) 平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(注）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注） 1,484 千株 380 千株 117 千株 1,747 千株

合計 1,484 千株 380 千株 117 千株 1,747 千株

（注）自己株式の株式数の増加380千株の内訳は次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加 202千株
関係会社合併による増加 177千株

自己株式の株式数の減少117千株は単元未満株式の買増請求による減少であります。

自己株式

普通株式

前期末株式数 当中間期増加株式数 当中間期減少株式数 当中間期末株式数
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中間財務諸表作成の基本となる事項 

 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

満 期 保 有 目 的 債 券・・・・・・・・償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式・・・・・移動平均法による原価法 

そ の 他 有 価 証 券 

  時価のあるもの・・・・・・・・中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

  （時価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの・・・・・・・・移動平均法による原価法 

なお、匿名組合出資金については、匿名組合の損益のうち当社に帰属する持分相当

損益を営業外損益に計上するとともに投資有価証券等を加減する処理を行っており

ます。 

 

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯 蔵 品・・・・・・・・・・移動平均法による原価法 

分 譲 土 地 建 物・・・・・・・・・・地区別総平均法による原価法 

 （個別区画工事費及び一部点在地については個別法による原価法） 

 

3. 固定資産の減価償却方法 

（１）有形固定資産 

定率法を採用しております。但し、鉄軌道事業固定資産の構築物のうち取替資産につ

いては取替法を採用しております。なお、一部の賃貸施設については、定額法を採用し

ております。 

また、平成 10 年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

        建物 ３年～50 年 

        構築物       ３年～75 年 

        車両        10 年～20 年 

 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。但し、自社利用のソフトウェアについては社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 

5. 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

   一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

   使用人及び使用人兼務役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準に

より計上しております。 
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（３）役員賞与引当金 

   役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額の当中間会計期間負担額 

  を計上しております。 

 

 （会計方針の変更） 

   当中間会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成 17

年 11 月 29 日）を適用しております。 

   これにより営業利益、経常利益及び税引前中間純利益は、それぞれ 40 百万円減少し

ております。  

 

（４）退職給付引当金 

   使用人の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上して

おります。 

当中間会計期間においては、当社の採用する退職給付制度について、年金資産が退職

給付債務から未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務債務を控除した金額を超過

しているため、当該超過額の合計は、投資その他の資産に「前払年金費用」として計上

しております。 

   数理計算上の差異は、その発生時の使用人の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により翌事業年度から費用処理することとしております。 

過去勤務債務は、その発生時の使用人の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年）

による定額法により費用処理することとしております。 

 

（５）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に充てるため、平成 17 年６月 29 日の第 136 期定時株主総会で

決議された役員退職慰労金打ち切り支給額のうち、将来の支給見込み額を計上しており

ます。 

  

 

6. 特別法上の準備金 

   特定都市鉄道整備準備金は、特定都市鉄道整備促進特別措置法第８条の規定により

計上及び取崩しております。 

 

7. リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理により計上しており

ます。 

 

8. ヘッジ会計の方法 

   当社は、取引の権限等を定めた基準を業務執行規程の中に設けており、この基準に

基づき、将来の支払利息に係る金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジすることを

目的にデリバティブ取引を行っており、全てについて金利スワップの特例処理を適用し

ております。 

   なお、現在当社が行っているデリバティブ取引は、変動金利普通社債に対する金利

スワップとリバース・デュアルカレンシー普通社債に対する通貨金利スワップでありま

す。 
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9. 鉄軌道業における工事負担金等の圧縮記帳処理 

   工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金相当額を取得した固定資産の取得原

価から直接減額して計上しております。なお､損益計算書においては､工事負担金等受入

額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から直接減額した額を固定資産

圧縮損として特別損失に計上しております。 

 

10. 消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。 

 

 

 

会計方針の変更 
 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
   当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成 17 年 12 月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月９

日 企業会計基準第８号）を適用しております。 

   これまでの資本の部の合計に相当する金額は 290,108 百万円であります。 

  

（企業結合に係る会計基準） 

  当中間会計期間より、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成 15 年 10

月 31 日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成 17 年 12 月

27 日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第 10 号 平成 17 年 12 月 27 日）を適用しております。  
 

企業結合 

 （共通支配下の取引等） 
   当社の 100％子会社である渋谷開発株式会社は当社と共有する「東急百貨店東横店」

など渋谷区を中心に資産を所有し、不動産賃貸事業を営んでいましたが、当社に経営

資源を集中し、経営の効率を図るため、平成 18 年４月１日を合併期日として同社を吸

収合併いたしました。 
  なお渋谷開発株式会社より引き継いだ資産、負債の額は以下のとおりであります。 
         承継した資産   41,220 百万円 
         承継した負債   15,271 百万円 
   また渋谷開発株式会社から受け入れた純資産と同社株式（抱合せ株式）の帳簿価額

との差額は当中間会計期間に特別損失として 8,744 百万円計上しております。 
 

リース取引関係 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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有価証券関係 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

当中間期末 （平成 18 年 9 月 30 日現在） 

                                 (単位:百万円) 

 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子 会社株式 8,658 19,411 10,752

関連会社株式 57,927 144,542 86,615

 

 

前 期 末 （平成 18 年 3 月 31 日現在） 

                                 (単位:百万円) 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子 会社株式 8,658 17,830 9,171

関連会社株式 56,046 152,600 96,553

 

 

前中間期末 （平成 17 年 9 月 30 日現在） 

                                 (単位:百万円) 

 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子 会社株式 8,658 14,225 5,566

関連会社株式 49,529 117,810 68,280
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